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我が国では 2012 年の再生可能エネルギー固定価格買取制度の導入により、

国の導入目標を大幅に上回るスピードで太陽光発電（ Photovo lta ic :PV）シス

テムの導入量が飛躍的に増加しており、2015 年 7 月現在の導入量は全国で約

26.5GW にまで到達している。とりわけ、我が国の特徴として、住宅用の PV

システムの導入比率が諸外国に比べて圧倒的に多い。 そのため、同一配電線

に対して住宅用 PV システムが多数台連系された場合に、逆潮流による電圧

上昇が発生し、快晴時であっても、配電系統の電圧を適正範囲（ 101±6V 内）

に維持するため、住宅用 PV システムの発電電力を抑制せざるを得ない（以

下、出力抑制）という課題が存在する。しかしながら 、 PV システムが導入

された住宅群全体での電圧上昇に基づく PV の出力抑制を回避するシステム

と実現手法については未だ確立されていない。  

そこで、本論文では、住宅用 PV システムが同一配電系統に多数台連系さ

れた場合の電圧上昇による PV の出力抑制を住宅側から実施する対策技術に

より効果的に回避する 手法を提案している。提案手法 は、 PV 用パワーコン

ディショナを用いた無効電力制御方式、ヒートポンプ給湯機を用いた有効電

力制御方式、ならびに、ヒートポンプ給湯機と定置型蓄電池を用いた有効電

力制御方式であり、これらの有効性を検証するために 、新エネルギー・産業

技 術 総 合 開 発 機 構 事 業 「 集 中 連 系 型 太 陽 光 発 電 シ ス テ ム 実 証 研 究

(FY2002 -FY2007)」にて実測された PV 設置住宅 553 軒の発電・負荷の実測

データにもとづき配電系統モデル（コミュ二ティモデル）を構築し、提案手

法を適用した場合のコミュ二ティ全体の PV 出力抑制回避効果等を計算機シ

ミュレーションにより明らかにしている。  

本論文は、 PV 設置住宅群の発電出力抑制回避手法 による一連の成果をま

とめたものであり、六つの章から構成される。 以下に、各章での研究成果の

概要とその評価を示す。  

第１章では、本論文の背景と目的、全体概要、及び各章の構成について説

明し、第 2 章では、 PV システム多数台連系時の課題 と提案する出力抑制回

避手法の概要を示している。また、本論文で対策装置として使用する 住宅用

のヒートポンプ給湯機と住宅用の定置型蓄電池の導入量予測について記載し、

本論文で採用する対策装置の導入率について定義 している。  

第 3 章では、住宅用 PV システムが多数台連系された コミュ二ティ全体の

注入無効電力量の最小化を目的とし て、電圧が上昇しやすい住宅 のみを対象

として無効電力制御を実施する「無効電力量最小化制御方式」及び 、コミュ

二ティ内の各住宅の注入無効電力量を均一化することを目的とし、電圧が上

昇しにくい住宅の無効電力制御動作開始電圧を 低く設定し、電圧が上昇しや

すい住宅の無効電力制御動作開始電圧を高く設定する「無効電力量均平化制

御方式」を提案している。現在、一般的に採用されている無効電力制御方式

では、全軒で同一の無効電力制御動作開始電圧を採用して電圧上昇時に無効

電力を注入する方式（以下、標準方式）と、電圧とは無関係に PV の発電電
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力に応じて一定割合の無効電力を注入する「力率一定制御方式」 が採用され

ているが、これらの方式は、コミュ二ティ全体の注入無効電力量の最適化が

考慮されていないため、住宅間の注入無効電力量のばらつきの発生や 不必要

な注入無効電力量の増加が課題となっている。そこで、注入無効電力量の最

小化方式と均平化方式の二つの手法を提案し 、 PV システムが多数台連系さ

れた 4 つのコミュ二ティモデル（住宅軒数： 855 軒、 900 軒、 1404 軒、 2160

軒）を構築し、発電量が多い 5 月の一ヶ月間分の実測データを用いて、数値

計算により提案手法の評価を実施している。その結果、標準方式と比較して、

無効電力 量最小化 制御方式 により注 入無効電 力 量を最 大 で約 4%低減可能 で

あること、無効電力量均平化制御方式により注入無効電力量の標準偏差を最

大で約 80%低減可能であることを明らかにしている。提案する無効電力制御

方式により、従来手法と比較して、コミュ二ティ全体の注入無効電力量の最

小化や住宅間の不平等性の低減に向けた道筋が明らかになった ことは評価に

値する。  

第 4 章では、住宅用 PV システムが多数台連系された コミュ二ティ全体の

出力抑制回避のため、各住宅のヒートポンプ給湯機を用いた有効電力制御方

式について提案している。一般的には、ヒートポンプ給湯機は電気料金が安

価な深夜時間帯に運転するが 、提案手法においてはこれを PV の出力抑制が

発生する昼間時間帯に運転する。しかしながら、ヒートポンプ給湯機の消費

電力・消費電力量は PV システムからの逆潮流電力量を全て吸収できるほど

大きくないため、住宅毎にヒートポンプ給湯機の運転時間帯を最適化する必

要がある。また、逆潮流電力量に対する売電単価が電力会社からの買電単価

よりも高く設定されていること、ならびに昼間時間帯の買電単価が深夜時間

帯よりも高く設定されていること もあり、悪天候時のヒートポンプ給湯機の

昼間運転による逆潮流電力量の低減や順潮流電力量の増加は運用コスト面で

望ましくない。そこで、住宅用 PV システムが多数台連系された コミュ二テ

ィモデル（住宅軒数： 1404 軒）を構築し、季節別（ 2 月、 5 月、 8 月、 11 月）

に、逆潮流電力量の低減や順潮流電力量の増加を回避しつつ コミュ二ティ全

体の出力抑制量を最小化するための 天気予報を用いたヒートポンプ給湯機の

運転方法を提案し、数値計算により提案手法の評価を実施している。その結

果、天気予報を利 用しない場合と比較して、 PV の出力抑制量が新たに大幅

な対策装 置を導入 すること なく 最大 で約 2%改善される ことを明 らかにし て

いる。天気予報を用いて各住宅のヒートポンプ給湯機の運転時間帯を最適化

することにより 、 PV の出力抑制量が改善されることを明らかにした 点は評

価できる。  

第 5 章では、2014 年度に認定された 10kW 未満の PV システムに適用され

る逆潮流に対する売電単価とオール電化住宅を対象として、電力会社の買電

単価を採用する前提の下で、住宅用 PV システムが多数台連系されたコミュ

二ティ全体の出力抑制回避による年間電気料金収益の最大化を目的とし、各
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住宅の定置型蓄電池とヒートポンプ給湯機の二つを用いた有効電力制御方式

について提案している。ただし、定置型蓄電池は将来においても PV やヒー

トポンプ給湯機ほどの導入率 増加が見込めないため、複数の定置型蓄電池導

入率を設定し、住宅用 PV システムが多数台連系されたコミュ二ティモデル

（住宅軒数： 1404 軒）を構築し、それぞれ数値計算により提案手法に関する

評価を実施している。電圧が上昇しやすい住宅において、天気予報にて好天

が予想される場合には、定置型蓄電池は日中の出力抑制回避のために PV が

発電を開始する朝の時間帯の充電状態を低くし、ヒートポンプ給湯機は深夜

時間帯の運転を実施しない制御を実施し、悪天候が予想される場合には 、従

来手法として採用されている定置型蓄電池とヒートポンプ給湯機を深夜時間

帯に稼働させるロードレベリング運転を実施することにより、 1 軒平均の年

間電気料金収益をロードレベリング運転のみで得られる 1 軒平均の年間電気

料金収益に対して最大約 2 倍に改善できることを明らかにしている。定置型

蓄電池とヒートポンプ給湯機を用いて、年間電気料金収益を改善する手法の

効果を明らかにしたことは評価に値する。  

第 6 章は結論であり、本論文の研究成果について総括している。  

 

以上を要約するに、本論文は、同一配電線に住宅用太陽光発電システムが

多数台系統連系されたコミュ二ティにおいて、電圧上昇に起因する太陽光発

電の出力抑制を効果的に回避するため、住宅側から実施する「無効電力制御

方式」、「ヒートポンプ給湯機を用いた有効電力制御方式」、「ヒートポンプ給

湯機と定置型蓄電池を用いた有効電力制御方式」を提案し、従来手法と比較

して、コミュ二ティ全体の太陽光発電出力抑制量が低減可能であることと、

電気料金収益が改善可能であることを、現実の発電・負荷実測データを用い

て計算機による数値計算により検証し、提案手法の有効性を明らかにしたも

のである。  

 本論文で得られた成果は、今後も増加が予想される太陽光発電 設置住宅が

多数連系された配電系統において、住宅群全体での電圧上昇起因の太陽光発

電出力の抑制をどう回避するかという方法論の確立に貢献するものであり、

住宅用太陽光発電の最大限の利活用と電圧品質確保に資することから 、電気

エネルギーシステム工学の発展に寄与するもので ある。よって、本論文は博

士（工学）に値するものと認める。  
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